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パート１

新型コロナと病院経営危機



2020年3月に新型コロナ肺炎で
1か月感染症病棟に入院



日本病院会など1049病院、
2020年4月調査より



感染不安か
ら、患者の
受診手控え





新型コロナ患者の専門病院として５月に始動した
大阪市立十三（じゅうそう）市民病院（260床）

新型コロナ患者の治
療用に９０床の確保、

５月の入院患者は多
い時で約２０人にとど
まり、月４億円前後
だった診療報酬は約
２千万円に減少した。



千葉大医学部付属病院（850床）

コロナ病棟を２病棟で計４
８床確保。そして一般診療
や手術の制限した。

４月は前年同月比約２億
４千万円、５月は約５億７
千万円の減収となった

133の大学病院の赤字
4・5月に計313億円









新型コロナによる
診療報酬の特例的・
時限的措置



新型コロナ特例措置



新型コロナで
戦後最大の病院経営危機



補正予算
60兆円





コロナ前試算

コロナ後試算



パート２
三位一体改革の行方

①地域医療構想

②働き方改革、③医師偏在対策

医療計画
見直し



三位一体改革とは？

１

２ ３



新型コロナを契機に
三位一体改革を推進すべき

社会保障審議会・医療部会（8月24日）



三位一体改革
その１「地域医療構想」

千葉県地域医療構想調整会議



骨太の方針
2020



「第21回医療計画の見直し検討会」
2020年10月1日

新型コロナ感染症を踏
まえた医療提供体制の

在り方



第6次医療計画見直し等検討会
（2013年～2017年）

• 伊藤 伸一 日本医療法人協会副会長

• 尾形 裕也 九州大学大学院医学研究院教授

• 神野 正博 全日本病院協会副会長

• 齋藤 訓子 日本看護協会常任理事

• 末永 裕之 日本病院会副会長

• 鈴木 邦彦 日本医師会常任理事

• 池主 憲夫 日本歯科医師会常務理事

• 中沢 明紀 神奈川県保健福祉局保健医療部長

• 長瀬 輝諠 日本精神科病院協会副会長

• 伏見 清秀 東京医科歯科大学大学院教授

• 布施 光彦 健康保険組合連合会副会長

• ○武藤 正樹 国際医療福祉大学大学院
教授

• 山本 信夫 日本薬剤師会副会長

• 吉田 茂昭 青森県立中央病院長

第１回検討会
2010年12月17日



2011年3月11日の東日本大震災の
発災を受けて審議会・検討会はすべて

2カ月ストップ！

http://imgcc.naver.jp/kaze/mission/USER/1/3/199663/3873/1024x683x27bffcc5d5fefb9362e798e.jpg


4疾患5事業の見直しの方向性

•４疾病
–①がん
–②脳卒中
–③急性心筋梗塞
–④糖尿病
–⑤精神疾患

２次医療圏見直
し

• 5事業
–①救急医療
–②災害医療
–③へき地医療
–④周産期医療
–⑤小児医療
–＊在宅医療構築
に係わる指針を
別途通知する



新型コロナ対応の
３つの医療提供体制課題

①医療計画における課題

感染症法に基づく予防計画の検証

②地域医療構想における課題

公立・公的440病院リストの見直し

③外来医療計画における課題



①医療計画における課題

感染症法に基づく予防計画との関係



厚生科学審議会・感染症部会
2020年10月28日







感染症
病床は
0.1％











医療計画見直し検討会
（2020年11月19日）

新興再興感染症を医療
計画の６事業目に追加



新興再興感染症の
感染拡大時の医療

6事業



医療計画6事業へ「新興感染症等
の感染拡大時における医療」追記

•事業への追記の論点
• 広く一般の医療連携体制にも大きな影響が及ぶ『新興感
染症等の感染拡大時における医療』について、医療計画
のいわゆる5事業に追加し、6事業とする

• 1～5類感染症は『広く一般の医療連携体制に大きな影響
が及ぶ新興感染症等とは状況が異なる』として対象とし
ない

• 感染症部会における感染症法に基づく『基本指針』等の
見直しと整合性を確保し、次の第8次医療計画（2024年
度～2029年度）から計画策定作業を進める

• 計画に当たって、圏域は従来の2次医療圏にこだわらず、
患者の移動状況や地域の医療資源等の実情に応じて弾力
的に設定する

• 2023年度から始まる都道府県での策定作業に間に合う
ように、詳細の検討や医療法改正を進めていく



2020年は6年計画となった第7次医療計画見直しの中間年

見直し
中間年



②地域医療構想
における課題

公立公的再編統合424病院リストはどうなる？





公立・公的
４２４病院再編リスト

地地域医療構想ワーキンググループで公表

（２０１９年９月２６日）







４２４病院



424施設から7施設を外し、20
施設を加えて440施設となった

入力漏れは我々の
ミスであり、深く
反省したい。

厚労省医政局地域医療計画課長の鈴木健彦氏（1月17日）



新型コロナで
440病院リスト見直し

•当初、424病院リストの検証期限については、機能の見直しにつ
いては2019年度中に、再編統合については2020年秋までに行うこ
ととしていた

•厚労省は、2020年3月4日の通知

•「今回の新型コロナウイルス感染症拡大防止の観
点から『改めて整理する』」として、事実上の「期
限延長」を決めた

•このため新型コロナ感染拡大を受けて、今回の424病院リ
ストでもその感染症病床については再考が必要

•全国の感染症病床の9割は公立・公的病院によって占
められ、424病院の内、24病院が感染症指定病院だか
らだ。





②新型コロナウイルス感染症を踏まえた医療提供体制構築に関する論点



地域医療構想に関するワーキンググループ
2020年10月21日

感染拡大時の
受け入れ確保
をどのように
考えるか？







③外来医療計画の課題

外来機能の分化・連携



全世代型社会保障検討会議
中間報告（2019年12月）

「後期高齢者であっても一定所得以上の方については、その医療費の窓口負担割合を
２割とすること」、「大病院への患者集中を防ぎかかりつけ医機能の強化を図るため
の定額負担の拡大を行うこと」



外来医療計画
外来版地域医療構想



社会保障審議会医療保険部会
2020年11月9日

200床以上病院の紹介状なし
患者の初診料等相当を保険
給付から控除、初診時の特
別負担は7000円程度に





外来版地域医療構想
外来を資源投入量により外来を機能区分する

地域医療構想調整会議で調整を行う



第19回「医療計画の見直し等に関する検討会」（ 2020年3月13日）



大病院ほど医療資
源を重点的に活用
する外来割合高い





医師偏在対策とも
関連させて外来医師の
偏在是正を行う

外来医療計画







三位一体改革
その２ 働き方改革

2018年6月





①時間外労働時間の上限規定

• 超過重労働（上位１０％、２万人）の時間外労働短縮が最
優先事項
• 「時間外労働年1860時間」は３６協定でも超えられない上限

• 水準A（2024年度以降適用される水準）
• 勤務医に２０２４年度以降適用される水準
• 時間外労働年９６０時間以内・月１００時間未満

• 水準B（地域医療確保暫定特例）
• 地域医療確保暫定特例水準
• 時間外労働年1860時間以内・月１００時間未満

• 水準C（技能向上）
• 若手医師が短期間に集中的に行う技能向上のため

＊連続勤務時間制限２８時間、勤務間インターバル９時間

• 働き方改革を進めるためには、地域での医療連携、さらに
は医療機関の集約も必要



水準A

水準B

暫定特例水準
2035年度末までに解消

2023年度末までに
解消

2024年度以降適用される



B水準超の勤務医がいる病院
全国1500病院



2019年度勤務医不足と医師の働き方に関するアンケート調査（日本病院会 2019年10月）



外来や宿日直
を派遣医師に
頼っている



副業・兼
業を通算
するとB
水準が
23.3％





勤務医の労働時間短縮は、
自院だけでは実現できない。
派遣先も巻き込んで実現を！



医師の働き⽅改⾰の推進に関する検討会（2020年8月28日）

「2021年度からの医師時短計画、開始時期など
保留に・・・」厚労省が策定ガイドライン案を提示

兼業・副業先の時
間外労働」なども
踏まえて作成する
ことが必要



新型コロナで
強制的働き方改革



医師2,408名への業務実態アンケート調査

医師転職研究所アンケート調査（2020年5月17日～5月28日）

https://www.dr-10.com/lab/wp-content/uploads/2020/07/50_03.png


新型コロナで患者数減った
わりには業務量は減らない

以前より患者数は
少なくなった 81％

業務量は
減った 51％

特に変化は
感じない
33％

特に変化は
感じない17％



働き方改革への日医提言

•（1）2024年度からの施行を猶予する
（2）2024 年度から実施するが、その時点で対
応が間に合わない部分について現実に即した判
断で実施する
• A水準B水準の判断を、二次医療圏の合意形成を図
りつつ、各医療機関が自己判断するなど

•新型コロナや災害のような「突発的事態」に対
する対応をどうするのか？

日本医師会「医師の特殊性を踏まえた働き方検討委員会」2020年6月17日



三位一体改革
その３ 医師偏在対策

医師も東京一極集中



第28回医療従事者の需給に関する検討会
医師需給分科会（2019年2月18日）



医師偏在指標

これまで長らく

「人口10万人対医師数」が指標として

用いられてきた





日本の総医師数は、2010年の27.1万人→2035年の39.7万人と46%増加する。
60歳以下の医師数は 21.6万人から25.5万人の18%増加にとどまる
60歳以上の医師数は5.5万人（医師全体の20%）から14.1万人（同36%）へ増加

高齢男性
医師の増加

高齢女医
の増加





都道府県順
位が入れ替
わる

北海道
島根

長野

滋賀 神奈川
沖縄

旧指標

新指標 福岡

東京
愛知





二次医療圏別医師偏在指標

1位東京都
区中央部
759.7

第335位
秋田県
北秋田
69.6

区中央部と北秋田で
10倍の格差！





1位

335位



新型コロナで
外来受診動態が変わった



3月から5月で
70万人の外来
患者が減った





ウィズコロナを見据えた
医師偏在対策、
外来地域医療構想を
構築することが必要



三位一体改革の工程表

①地域医療構想（医療計画）

②医師偏在対策（医師確保計画）

③働き方改革



三位一体改革の工程表

医
師
偏
在

働
き
方
改
革

2040年を目指し
2036年が目標達成年



パート３
三位一体改革と

地域医療連携推進法人



三位一体改革の切り札 地域医療連携推進法人

共同購買
GPO

医療情報ネッ
トワーク

今後

地域医療連携推
進法人

地域医療連携推進法人
〇救急に関する医療人材の集約
化で働き方改革に貢献
〇構想区域内での病床機能分化
で地域医療構想に貢献
〇都市部からの医師招聘で三位
一体改革に貢献。



2020年9月現在で20法人







2013年12月





一般社団法人



地域医療連携推進法人 日本海ヘルスケアネット
2018年1月

栗谷理事長









ちょうかいネット



日光ヘルスケアネット
2019年4月



栃木県日光市に日光ヘルスケアネット
地域医療連携法人 2019年４月設立へ

• 日光市と同市内の医療機関が連携し、安定した医療体制の確保を
目指す「地域医療連携推進法人」について同市は4月12日、市内
の１１団体が３月末までに一般社団法人を設立し、福田富一（ふ
くだとみかず）知事に地域医療連携推進法人の認定申請を行うこ
とを明らかにした。４月１日の設立を目指す。全国では７県で例
があり、本県では初めての設立になる。

• 同市議会議員全員協議会で明らかにした。2018年１月以降、日
光市内の７医療法人（８病院）は県が行う「日光地域の医療連携
に関する勉強会」に参加してきた。今月の勉強会で、さらに３診
療所が最終的な参加の意思を示した。

• 同市を加えた１１団体が３月末までに一般社団法人を設立し、
その法人が知事に認定を申請する。市は設立後も市内の医療機関
に参加を呼び掛ける。

• 下野新聞 2019年2月13日

•







尾三会 地域連携推進法人

• 湯澤氏は、「高度急性期病院から回
復期の病医院、慢性期の病院、在宅
までの患者さんの流れを、この地区
に特化した形で構築することが法人
設立の第一義」と語る

• 同院は、診療の大きな柱に「がん治
療」を掲げ、大学病院に希少な緩和
ケア病棟を備えるが、その運用に関
しては、常時、在宅の状況まで把握
できる関係が地域との間に築かれて
いる。

• 「それを一般的な疾患にまで広げ、
在宅までシームレスに追うことので
きる仲間ができたということです」
（湯澤氏）

• 一方、「目にみえるメリット」とし
て、医療・介護従事者等の相互派遣、
勉強会や研修業務の共同実施、医薬
品の共同購入等による、人材供給の
安定化や医療・介護の均質化、経営
の効率化などを挙げる

藤田保健衛生大学病院
湯澤由紀夫 病院長



尾三会 地域連携推進法人





広島県の中山間
地域の医師不足

解消が
法人設立の動機





備北メディカルネットワーク

合計
855床







地域医療連携推進法人は
結婚以下、同棲以上

地域医療
連携推進
法人

結婚にはお金がかかる 同棲だとすぐ別れる



2040年
地方は地域連携推進法人

だらけ・・・

126



今日のまとめ

・新型コロナで医療機関は戦後最大の危機

・新型コロナで医療提供体制が変わる

・医療計画に新興・再興感染症が加わる

・地域医療構想の在り方も変わる

・外来機能分化にも着目

・地域連携推進法人が三位一体改革の解決策



新型コロナで医療が変わる

• 新型コロナと病院経営危機

• オンライン診療

• デジタルヘルス

• 424病院再編統合リスト

• 働き方改革

• 認知症施策

• 医療と介護の連携とICT

• 医療の国際化

日本医学出版より
8月発刊！



ご清聴ありがとうございました

本日の講演資料は武藤正樹のウェブサイトに公開し
ております。ご覧ください。

武藤正樹 検索 クリック

ご質問お問い合わせは以下のメールアドレスで
muto@kinugasa.or.jp

日本医療伝道会衣笠病院グループで外来、老健、在宅クリニックを
担当しています。患者さんをご紹介ください

mailto:muto@kinugasa.or.jp

